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大分県と大分労働局は、 

「大分県雇用対策協定」を締結しました 

 
【大分県雇用対策協定の概要】 
 
＜目 的＞   

大分県と大分労働局が密接に連携して、県内企業の魅力ある職場づくりと多様な人材
の活躍を推進する施策を効果的かつ一体的に進めていく。 

 
＜内 容＞ 
○働き方改革の推進 

 
○人手不足対策の推進 
 
○障がい者の活躍促進 など 

 
○具体的な取組については、大分県と大分労働局が共同で設置する運営協議会において、

毎年度「事業計画」を定め、実施する。 
 
＜締結日＞ 
平成３０年３月２８日（水） 

 

なお、大分県雇用対策協定における「共通の課題と目標」、「雇用の分野で連携する主な

施策」等については、別紙をご参照ください。 

大分県（広瀬勝貞知事）と大分労働局（小笠原清美局長）は、雇用対策法に基づく「大

分県雇用対策協定」を締結し、雇用の分野で連携して取り組むことといたしました。 



大分県雇用対策協定
大分県の雇用情勢は、直近の有効求人倍率が1.48倍と３か月連続で過去最高値を更新するなど着実に改善する一方、県内の幅広い業種で
人手不足が深刻となっています。本県産業の維持・発展と県民誰もが意欲と能力に応じていきいきと活躍できる社会の実現のためには、働き
方改革の推進による魅力ある職場づくりと、多様な人材の活躍促進による産業人材の確保が求められています。

このため、大分県が行う雇用施策や産業施策と、国（大分労働局）が行う職業紹介、事業主支援その他の雇用に関する施策が、密接な連携の
下、効果的かつ一体的に実施されるよう、両者で「雇用対策協定」を結ぶこととしました。

総合的な雇用対策の推進 国（大分労働局）
＜ハローワーク＞

＜全国ネットーワークを活かした雇用対策＞
・ハローワークによる職業相談・紹介
・雇用保険制度の運営
・各種助成金による事業主支援
・公的職業訓練への誘導 等

大分県

＜安心・活力・発展プラン2015＞
・若年者・女性・高齢者等の就業ニーズに
対応した労働参加の促進

・ＵＩＪターン就職の促進
・多様な働き方の普及によるワーク・ライフ・
バランスの推進 等

① 働き方改革の推進
② 多様な人材の活躍促進による

産業人材の確保
③ 人材の育成

◎働き方改革の推進
・求人票に、働き方改革優良企業であることや

働きやすい職場のPRを記載

・企業の若年者に対する職場情報（年次有給休暇取得

日数や所定外労働時間等）の積極的な提供

・ユースエールの認定促進及びくるみん取得促進

・「ノー残業デー」、「県民ノー残業デー」、

「年次有給休暇取得促進期間」等の普及啓発

・「働き方改革推進支援センター」の活用促進

等

「運営協議会」の開催及び施策の推進のための要請

○運営協議会を開催し、密に連携する体制を強化。※大分県は、商工労働部雇用労働政策課を中心として参画。労働局は、職業安定部長や雇用環境・均等室長が参画。
○大分県知事及び大分労働局長は、それぞれが取り組む施策の推進に資するための必要な要請を相互に行うことができる。

「雇用対策協定」締結により「いきいきと働き地域が輝く活力ある大分県」を目指します。

・働き方改革推進→共同宣言の４つの目標（長時間労働の是正・年休の取得・男性の育休取得・女性の就業）
・人手不足対策 →３年間で県内就職者数１８，５００人（若年者・女性・シニア）

◎人手不足対策の推進
・企業の若年者に対する職場情報(年次有給休暇取得

日数や所定外労働時間等)の積極的な提供【再掲】

・働きたい女性向け合同企業説明会の開催

・シニア世代のための就職面談会の開催

・留学生の就職支援の取組を共有する協議会の設置

・誘致企業等による企業説明会・面接会の開催

・特に人手不足感が強い観光・建設・物流分野

を対象とした新たな職業訓練の実施 等

◎障がい者の活躍促進
・障がい者雇用率未達成企業へ県・

ハローワークが連携して訪問 等

◎県と労働局の連携体制の確保
・県と労働局に相互連携窓口を設置

・県や労働局が実施する事業やイベ

ントを互いに周知

・県と連携して、ハローワーク窓口

職員が県内企業へ見学 等

雇用の分野で県と国が連携した施策を展開

共 通 の
課題と目標




